
（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 ５ 担当課 子育て支援課 

法令名 児童福祉法 根拠条項 第56条の５ 不利益処分の種類 社会福祉法人への譲渡財産等の返還命令 

児童福祉法 （昭和２２年１２月１２日法律第１６４号） 

第５６条の５ 社会福祉法第５８条第２項から４項までの規定は、国有財産特別措置法（昭和２７年法律第２１９号）第２条第２項第２号の規定又 

は同法第３条第１項第４号及び同条第２項の規定により普通財産の譲渡又は貸し付けを受けた児童福祉施設に準用する。 

 

社会福祉法 （昭和２６年３月２９日法律第４５号） 

第５８条 国又は地方公共団体は、必要があると認めるときは、厚生労働省令又は当該地方公共団体の条例で定める手続に従い、社会福祉法人に対 

し、補助金を支出し、又は通常の条件よりも当該社会福祉法人に有利な条件で、貸付金を支出し、若しくはその他の財産を譲り渡し、若しくは貸し 

付けることができる。ただし、国有財産法（昭和２３年法律第７３号）及び地方自治法第２３７条第２項の規定の適用を妨げない。 

２ 前項の規定により、社会福祉法人に対する助成がなされたときは、厚生労働大臣又は地方公共団体の長は、その助成の目的が有効に達せられる 

ことを確保するため、当該社会福祉法人に対して、次に掲げる権限を有する。 

一 事業又は会計の状況に関し報告を徴すること。 

二 助成の目的に照らして、社会福祉法人の予算が不適当であると認める場合において、その予算について必要な変更をすべき旨を勧告すること。 

三 社会福祉法人の役員が法令、法令に基づいてする行政庁の処分又は定款に違反した場合において、その役員を解職すべき旨を勧告すること。 

３ 国又は地方公共団体は、社会福祉法人が前項の規定による措置に従わなかったときは、交付した補助金若しくは貸付金又は譲渡し、若しくは貸 

し付けたその他の財産の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

４ 第５６条第５項から第７項までの規定は、第２項第３号の規定により解職を勧告し、又は前項の規定により補助金若しくは貸付金の全部若しく 

は一部の返還を命令する場合に準用する。 

 

国有財産特別措置法 

第２条 

２ 普通財産は、次の各号に掲げる場合においては、当該各号の地方公共団体、社会福祉法人又は更生保護法人に対し、政令で定めるところにより、 

無償で貸し付けることができる。 

 
 


